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はじめに









　CSR について共通に認められた定義はまだ存在しない。それは CSR 自体が社会の変化に合わ
せてどんどん発展していることも一因であろう。しかし議論を進めるにあたって、やはり定義に
あたるものから始めたい。ここでは昨年 European Multi - stakeholder Forum on CSR が出した最
終レポート“Final Results & Recommendations”[1] に定義が試みられているのでそれを以下に示
す。
　CSR is a concept whereby companies integrate social and environmental concerns in their 
business operations and in their interactions with their stakeholders on a voluntary basis.
　この定義での「CSR とは何か」に対する答えのポイントは３点ある。まず、(1) CSR とは
social and environmental concerns 即ち社会問題と環境問題に関わることである。(2) CSR は in 
their business operations and in their interactions with their stakeholders 即ち企業のビジネス活動
そのものと利害関係者とのコミュニケーションの両方に関わることである。そして、(3) CSR は
企業が on a voluntary basis つまり自発的意思で行うものである。





Crucial Role of a Humanistic Leader on CSR
山　中　　馨
創価経営論集　第42巻	第１号 
　CSR is about the core business activities of a company, and while companies are there to 
make profits, an approach which integrates environmental and social considerations and is 
based on dialogue with stakeholders is likely to contribute to the long - term sustainability of 
business in society.
　ここでのポイントは次のような部分であろう。(1) CSR は about the core business activities of 
a company 即ち、企業のビジネス活動の中核である。(2) CSR は to contribute to the long - term 







　日本経団連は 1991 年に企業行動憲章を策定し 2004 年５月に新たにまた、企業行動憲章を策定
した。その間、2002 年には海外事業活動関連協議会報告書を発表し、2003 年 10 月には社会的責
任経営部会を設置した。現在部会長は住友化学㈱の常務の廣瀬博氏である。廣瀬部会長の報告書
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　「SR に関するガイダンス規格」はブラジルとスウェーデンを議長国とするワーキンググループ
において策定作業が進められることになった。そこで本年３月ブラジルの都市サルバドールにお
いて ISO の SR に関するワーキンググループ第 1 回総会が開かれた。日本代表団 14 名の団長で





































　ところで上に述べた問題は CSR の概念からすれば、CSR 以前の問題である。コンプライアン






























































































チは既に始まっています。CSR は 21 世紀の企業経営にとって重要なキーのひとつとなるで
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しょう」。
　ここでは環境、社会という側面からの説明の代わりに利害関係者の広がりとして CSR を捉え


































　しかし、環境経営と CSR は違う。環境経営とはあくまでも企業の環境対応策であって、第 1



















そこで次のようなニュース [8] にも注意が喚起されるべきである。「2003 年４月 16 日、米国の




















　日本アイビーエムの環境室長であり NSC (Network for Sustainability Communication) 幹事の岡










ているのは、（中略）全体的には『CSR によって 21 世紀に生き残る企業を築く』という回
答が多いのが現状です。まだまだ企業本位で、経済・環境・社会を合わせて評価すると表
明しながらも、経済の要素が優位性をもち、本来の目的までたどりつかないうちに CSR の
本質を見失ってしまっているように思えます」、「SRI による企業評価の向上や ISO 対策に
奔走するだけの企業姿勢は CSR の本質からはずれているといえるのではないでしょうか」。 
　この主張を認めるならば、CSR は経営者に対して経営のパラダイムシフトを突きつけている
といえる。CSR とは第 5 節「日本の CSR の捉え方」で述べたような単なる企業の社会的価値
の向上のための経営手法ではなく、経営に関する意識革命である。岡本氏は文献 [9] で HSBC 




































という点について考察してみたい。岡本亨二氏 [9] は前述したように CSR の本質として「生物
多様性の保護や生態系の維持」としているが、ここでは sustainable development（持続可能な発
展）という言葉が意味したそもそもの原点に立ち返って考えてみたい。それはローマ・クラブが


















チェイ氏と本学の創立者池田大作氏の対談「二十一世紀への警鐘」[12] が 1984 年に出版され、
広く世間に警告を発したところである。ところが、この様にして出された警告であったが、事態
の深刻さに対して地球的規模での取り組みがなされることはなかった。なんらの取り組みもなさ
れないまま過ぎてしまった 20 年後の 1992 年、「成長の限界」の著者達は 20 年間の変化を見つめ、
「多くの資源や汚染のフローがすでに持続可能性の限界をこえてしまっていること」を認識した。













































































　以上のような立場に立って CSR をみるならば、当然 CSR は企業経営の根幹にかかわるもので
あり、かつ経営トップがリーダーシップを発揮して推進する以外にない。経営者はこのような
CSR の本質を理解し、持続可能な社会の多様な側面の中から独自の CSR を推進することが求め
られている。そしてそれは他律的なものではなく、あくまでもリーダーの内発的なビジネス信条
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